
 

不当労働行為救済申立事件の命令書の交付について 

（徳島県労委令和７年(不)第１号） 

 

 徳島県労働委員会（会長 豊永寛二）は、上記事件に係る命令書を、各当事者に交付

しましたので、その概要をお知らせします。 

 

１ 当事者 

  申 立 人 Ｘ組合（以下「組合」という。） 

  被申立人 Ｙ法人（以下「法人」という。） 
 
２ 申立日  令和７年１月１７日 

 

３ 事案の概要 

次の①から⑧までの行為が、労働組合法第７条第１号、２号及び３号に該当する 

不当労働行為であるとして救済申立てがなされたもの 

① Ｙ法人がＡ３組合員に対し、個人情報をＸ組合に共有したことが情報漏えいに当

たるとして聞取調査を行い、懲戒処分を示唆したこと 

② Ｙ法人がＡ４組合員及びＡ５組合員に対し、個人情報を組合に共有したことが情

報漏えいに当たるとして聞取調査を行ったこと 

③ Ｙ法人が全職員に対し実施したコンプライアンス研修で、「組合員が団体交渉に

利用するため、個人情報を漏えいした」等と発言したこと 

④ Ｙ法人が個人情報漏えい問題を解決するまで団体交渉に応じなかったこと 

❺ Ｙ法人が団体交渉の議題から特定の事項の除外を求めたこと、また、再開後の 

団体交渉に決定権を有する者が出席しないこと 

⑥ Ｙ法人が組合員からＸ組合Ａ６書記長への情報共有を禁止したこと 

⑦ Ｙ法人が組合員からＸ組合への情報共有に対し、懲戒処分をほのめかし、Ｘ組合

の活動を委縮させたこと 

❽ Ｙ法人が聞取調査時に、Ｘ組合の文書作成方法や伝達過程等について質問した 

こと 

 

４ 命令の概要 

(1) 主文の要旨 

不当労働行為に該当するものと認定した行為については、今後同様の行為を繰り返

さない旨の「文書の交付及び掲示」の救済を命じ、その余は棄却した。 
 
(2) 判断の要旨 

   ・上記①から④、⑥及び⑦については、それぞれ不当労働行為に該当する。 

  ・上記❺については、実際の交渉では当該議題も話合いがなされており、また、決定 

   権者の出席は必須ではないため、不当労働行為に該当しない。 

  ・上記❽については、支配介入とまで認められず、不当労働行為に該当しない。 
 
(3) 命令交付日 令和８年９月１５日 


